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変動と貿易に関しては IPCC第 4次報告書（2007）、吉永（2011、2012）、Tamiotti.L.et al.（2009）、法
と経済学の分野では Cooter.T. et al.（2004）、飯山（1997）など、WTO協定や貿易交渉に関する文献
としては、Barton, et al.（2006）、Cottier, at al.（ed.）（2009）、Karaoinar, et al.（ed.）（2010）、Schropp （2009）、











































































































0 , ss の間がパレート最適（最適
交渉）の範囲となる。一方、事後交渉曲線において両国の効用水準はそれぞれ 20
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11 ssEssE > である。この場合、交渉においては明らかに主要穀物生産国である輸出国が貿易
政策上は有利な立場にあることから、輸出国の主導で貿易交渉が進められる可能性が大きい。輸出国 
 


































の通常の貿易状態にあるとき、国際市場に流通する穀物量および国際価格は ( )00 , pq で均衡してい
る。今、輸出国が旱魃により穀物生産量が減少 ( )10 qq → すると国際価格が上昇 ( )10 pp → し、国
際需要量が一定とすると均衡点は ( )1,1 pq  に移動する。また、この移動に伴って輸入国の効用は 0U
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き、第 3 国である米国からも穀物輸入を行なう貿易政策をとることで輸入可能量は ( )21 qq → へ増





















ここで、ある情報を契約条項に明文化するべきか否か、を情報の確実性 ix と時間の経過 it をパラ
メータとすると ( )ii txf ,  で表される。情報の確実性 ix は情報量に依存することになり、上述した気







ルは完備契約でなければならない。ここに国際公共財としての WTO 協定ルールの役割と不完備契 
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協力を表し、 NC は協力がない場合、 maxC は全面的な協力を示している。一方、縦軸は契約による
（不）効用を示す。すなわち協力した場合の便益および裏切られた場合のコストを表している。協
力と効用の組み合わせ ( )NN UC , は契約が存在しない場合におけるナッシュ均衡となる。 
ここで、プレイヤーをWTOに加盟する 2カ国とし、長期的な繰り返し交渉（ゲーム）を考える。
各加盟国は当初の合意に違反して契約を遵守しないインセンティブを有する。一方の加盟国が、一
回限りの違反行為、すなわち RH & （hit and run）をとれば、協力により得られる便益より短期的
には大きな効用を得ることができる。 RH & は機会主義的な行動による便益で非効率的で他の
WTO 加盟国に対して厚生上の再配分に損失をもたらす。このため、共通の合意事項に関して、加
盟国は、ルールの遵守および継続的な協力へのコミットメントをいかに守るか、という観点から拘
束力に関心を示すことになる。図 4 には、2 つの拘束力に関するメカニズムが示してある。すなわ 
 






























強制力が働かない限り、 NC と SEC の範囲においてのみ自己拘束力が働き、この区間においてのみ
追加的な効用を得ることができる。自己拘束力のもとでの協力レベルと契約による効用の範囲は
ES - 曲線と RH & 曲線の斜線で示した範囲である。 
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されることから NC と lawC までの範囲で協力することが可能となる。加害国は RH & による利得と
CC & による罰則の差の効用を得ることにとどまり、 lawC より下方では利得は負となる。したがっ
て、第三者（ここでは、WTO 協定ルールと仮定）による拘束力は自己拘束力より高い効用、すな
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定する。まず、交渉成立後の契約当初の第 1段階では A国と B国ともに輸出・輸入量に変化はなく
両者の効用はパレート改善の状況にあり貿易政策において変化はない。第 2段階は、旱魃の影響を
受けて A国が輸出制限を行い、B国の輸入に影響が生じる状況を仮定する。この問題を簡単な戦略
型のゲーム理論を用いて分析する。A 国と B 国が交易することで得られる社会的総便益（利得）を
10=bS とする。また、いずれかの国による貿易制限による社会的総損失（利得）を 10−=lS とする。
また、両国が同じ戦略をとる場合の利得は等分されるものとする。 
図 5（a）は A 国と B国の契約当初における利得の配置を示している。このとき輸出国 Aが輸出制
限戦略をとらないことを前提に両国は契約に合意しているとする。A国と B国は貿易交渉による 2
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ない。こうしたなか、通常年の場合には米国は穀物を国際市場に供給し、日本は輸入を行うことで
需要に見合った穀物を確保できるとする。そのときの両国の利得を ( )yx, とする。一方、被害年に
おいて米国は確率qで輸出制限政策をとり、確率 q−1 で輸出政策を継続するとする。日本政策はこ
うした米国の戦略に対して情報を有していないが、米国が輸出政策をとれば本政府は国際価格の上
昇にかかわらず輸入を行い、このときの利得は ( )'' , yx とする。しかし、米国が輸出制限政策をとっ
た場合には、確率 rで新たに WTO 協定ルールの変更に向けた交渉①に入り、確率 r−1 で現行の紛
争処理手続きに入り交渉②を開始すると仮定する。この場合の利得を関数で表し、それぞれ
( ) ( )'' ,,, gfgf とする。 
4-3 日本の交渉と戦略 
まず、日本の最適反応を求める。期待利得を JU とすれば、 ( ){ } ( ) '' 1)1( yqgrrgqUJ −+−+=  
ここで、日本政府が期待利得 JU を最大にする戦略の確率
*r を求めると、 






−=  （1） 
 
さらに、日本政府が交渉①によりWTO協定ルールの変更に向けた交渉で成功する確率を sp とし、
失敗する確率を sp−1 とする。また、交渉で成功したときの利得関数 gの便益を nb 、コストを nc 、
失敗したときの利得関数 'g の便益を db 、コストを dc とすれば、成功するときの期待利得は、
( ) ( )( ) nnsnsnns cbpcpcbpg −=−−+−= 1 となる。同様に、失敗するときの期待利得は、
dds cbpg −=' となる。ここで、交渉①において日本が成功すれば日本はα 米国は β− 、失敗すれ
ば日本のみ γ− の追加便益（損失）が得られ、 γα > とする。日本が交渉に成功したときの米国と日
本の利得は ( )αβ +−−− nnsnns cbpcbp , 、失敗したときには ( )γ−−− nnsnns cbpcbp , で表される
（11）。ただし、 '' gyg >> 、 0,0 >>>> dndn ccbb 、 ddnn cbcb >> , とする。 








































式（1）、（2）において、 ,0=sp ,1=sp 10 << sp のときの *sr および *fr を求める。表 2にその結果
を示す。ここで、簡略化のために一般性を失うことなしに、図 5 における利得を ( )yx, を ( )3,3 、
( )'' , yx を ( )4,1 とし、 2,33,4 ==== dndn ccbb 、 とき、 10,1,0 <<== sss ppp のときの
**, fs rr および を求めると、その結果は同表の下段に示すようになる。次に、これらをもとに sp と
**











で表される。ただし、 0=sp 、 1=sp においても 7>α で
ある。 





表 2： の関係およびと ** fss rrP  
 *sr  
*
fr  
dcdbncdcdby +−−+− α'  dcdbncync +−−−+− αα '  0=sp  
34 −α  47 −− αα  
dcdbncnbdcdby +−+−+− α'  dcdbncnbyncnb +−+−−+− αα '  1=sp  
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期待利得を UU とすれば、 





















−= β  （5） 




++−= βsprq  （6） 
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表 3： *qpr およびと  
r  sp  *q  
0=r  sp∀  1  
0=sp  62 +β  
1=sp  22 +β  1=r  






2 <<+ qβ10 << r  




ここでの含意は、表 3 に示すように、 10,1,0 <<== rrr に対して、 *q の値は 0>β で β が大
きくなるほど *q の範囲は、 1*
2






























稿に関しては、2010年度に訪問した EU本部と OECDの担当者との議論も参考にした。 
「注釈」 
 （1） ここでの社会的価値は割引率で割り引いた現在価値を意味する。 
 （2） たとえば、EUのおける環境総局において気候変動に対する適応策に関する部局が設置されたのは 2010年度で
あり、OECD農業局においても農業部門における適応策に関する本格的な分析や議論は行われていない（著者は




 （4） 協力の割引額は契約を最後まで遵守した場合に得られる一定の割引率で割り引いた便益の総額である。 
 （5） ここでWTO協定ルールを公的拘束力と仮定しているのは著者によるものである。 
 （6） オリジナルの出典は Shavell,S.（1980）、Damage measures for breach of contract, Bell Journal of Economics 11（2）: pp. 
466-490 
 （7） 上記のパラグラフの内容は Schropp（2009）の pp.27-132を著者の理解により要約して記述したものである。 
 （8） ここでは、国際市場における輸出国および輸入国として、例えば米国と日本の 2国のみが存在すると仮定する。 
 （9） これは、 xを 515,1015 <+−−>+− xx とおくことで 205 << x となる。 
（10） このケースは図 2で説明した内容を参照することで理解できる。 
（11） 図 5において、利得は日本が成功した場合の利得 ( )αβ +−−− nnsnns cbpcbp , を表示してある。 
（12） たとえば、 ( ) ( )39 −+= αααε s である。 
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The WTO rule disciplines an international trade regime and regulates trade barriers for 
maintaining the free trade system. The WTO has a policy space for the party to take 
actions for adapting her trade policy in the dynamic way fitted for an emerging economic 
development. With this context at hand, the paper discusses an incompleteness of WTO 
rule which requires the dispute settlement procedures for solving various trade policies and 
measures among the parties. The trade issues often have faced uncertainty, for example, 
with the trade policy change caused by the climate change. The incompleteness of WTO 
rule has made trade negotiation difficult accruing huge transaction costs for the society as 
seen in the negotiation of agricultural sector. 
 
The paper argues the incompleteness of WTO rule in terms of efficient break contract 
and inefficient break contract. It concludes that WTO rule should be a close to complete 
contract as possible if WTO rule could provide global public good for developing the 
international trade mechanism. This requires a rethink of current flexibility of WTO rule 
against non-performance or break which instead needs more binding enforcement. The 
paper also analyses the possible negotiation under uncertainty around the trade restriction 
among both agricultural commodity exporting and importing countries using a simple 
Game Theory.  
 
The paper suggests further elaboration on such subjects such as case studies using 
dispute settlements, effects on trade negotiation cause by incompleteness of WTO rule and 
possibility of incorporation of efficient break and inefficient break contracts into the 
current mechanism of WTO rule and principle. 
 
Key words: WTO, incomplete contract, trade negotiation, efficient break and inefficient 
break contracts, Game Theory analysis 
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